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２　調査対象地域の概要

２－１　自然状況

「ウ」国は世界唯一の Double Locked Country（国境を２度越えないと海に到達しない国）で

ある。同国の大部分はトゥラン低地に属し、フェルガナ盆地、ゼラフシャン盆地、チルチク

盆地及びアングレン盆地などが存在する。その一方で、東部と南部には天山山脈、ギザル山

脈及びアライ山脈がある。

気候は大陸性で雨量が少なく、国土の大部分はキジムクム砂漠となっており、「ウ」国の主

要輸出産品である綿花栽培に適した気候となっている。また、盆地を横切るアム・ダリア川、

シル・ダリア川及びゼラフシャン川の本・支流では灌漑農業が行われている。

「ウ」国は地震国としても知られ、1966年に起こった大地震ではタシケント市を中心に壊滅

的な被害を受けた。この地震を起点に旧ソ連型の都市計画が整備され、現在のタシケント市

の都市の基礎ができたということができる。ただ、それ以降の都市インフラストラクチャー

に関してはメンテナンスが十分であるとは言えない。

また、タシケント市周辺には地下水が豊富で、都市型の水道が整備される以前は湧き出た

地下水が形成する湖沼から取水することが生活に組み込まれており、このことが、「水はタダ

（無料）である」という観念を形成した。

２－２　社会・経済状況

「ウ」国の経済成長率は 96年にプラス成長に転換してから、97年に実質 GDP長率で 5.4％を

達成した。また、消費者物価上昇率も 96年には２桁台まで収束した後 97年には 25.7％まで

低下している。しかし、国際競争力のある輸出商品をもたないため、国際収支は綿花と天然

ガスの増産と国際市況動向に依存する貿易構造となっている。95年以降、貿易赤字は拡大基

調にあり、97年には１億 4,000万ドル（輸出の 3.1％）となった。98年は、ロシアやアジア経

済の低迷を受け、経済指標のやや低下が予想される。

カリモフ大統領が指導する経済政策は、新しい家を建て終わらないうちに古い家を壊さな

いという言葉に現れているように、経済合理的に見て非効率であっても旧体制を即座には破

壊しない。例えば、1996年以降、改めて顕在化した外貨繰りの悪化に伴い為替管理制度の強

化を図ったことは、国際機関から社会主義的政策の再来とみなされた。この結果、98年 11月

時点で公定対ドルレート（１ドル＝ 108ソム）と実勢対ドルレート（いわゆる闇レート：１ド

ル＝ 330ソム）の間に実に３倍近い差が発生した。為替管理制度については、懸案の IMFとの

政策調整を終えて、1998年６月にカリモフ大統領が2000年を目途に８条国移行をめざすこと

を表明し、公定対実勢レートの格差を解消する考えを打ち出している。近い将来、現地通貨
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ソムの公定レートを実勢レートに合わせた形で段階的に切り下げざるをえない局面にきてい

る。

「ウ」国の財政赤字は、ソ連からの援助が途絶えた 1992年に、GDP比 18.4％まで拡大した。

このため、政府は課税強化や各種補助金削減を実施したことから、財政赤字は 97年に GDP比

2.2％まで縮小している。しかし、政府は失業の増加のよる政情不安を懸念し、国営企業のリ

ストラや民営化の推進に慎重なため、赤字国営企業が多数存在する一方、活力のある民間企

業が存在しているといいがたい。政府は、財政赤字をもう一段縮小するために国営企業に対

する補助金のカットに乗り出してはいるものの、これにより資金不足に陥った国営企業に対

する支払い滞納を黙認しているため、事実上の資本欠損や債務超過の国営企業が多数存続し

ている。競争原理の導入にも遅れ、1997年 4月に成立した独占に関する法律によれば、独占

の定義を、１）資源採掘業及び公益事業、２）国又は地域で65％以上のマーケットシェアーを

占める商品又は企業、３）マーケットシェアーが 35～ 65％を占める商品又は企業については

ケースバイケースとしたことから、97年 4月時点で 774社、4,520商品が独占の維持を認めら

れた。以上のように、「ウ」国では、順調な経済成長の反面、改革は漸進的であり、国際機関

から一層の改革推進が期待されている。

２－３　水利用状況

２－３－１　タシケント市

タシケント市の上水道は、タシケント市 Vodokanal によって運営され、タシケント州

Vodokanalと並列した組織、すなわち州 Vodokanalからは独立した組織となっており、65年

の歴史を有している。タシケント市の上水道は、特に 1966年の地震を境にして急発展した

が、地震に対する当時の各共和国からの援助もその発展を助けた。

現在のタシケント市の人口は、約 211万人、６箇所の浄水場を有している。そのうち２

箇所が河川水を使用し、４箇所が地下水を利用している。その総処理量は、日量 232 万

6,000m3である。

「ウ」国の各州ごとの上水使用量、上水道普及率、及び１日、１人当たりの上水使用量を

表 2.3.1に示すが、タシケント市の上水消費量は、全国の約 33％を占め、１日、１人当た

りの上水消費量も 750liter（1990年）で全国平均の 470liter（同じく 1990年）に比較して 60

％増であり、この傾向は現在でも同様である。

以前、タシケント市は 10地区から構成されていたが、その当時の上水道普及率は 100％

であった。その後 3年前、郊外のコルホーズを合併して 11地区となったが、上水道普及率

は 98％に低下した。　





- 34 -

現在、上水の使用量の多い夏期には、給水圧力の低い４～５階では１日に２～３時間断

水し、1966年の調査では、100世帯のうち 30世帯で漏水があった。

２－３－２　チルチク市

チルチク市の人口は約 16万人で、上水道はチルチク市 Vodokanalによって運営され、そ

の組織はタシケント州 Vodokanalの支部である。チルチク市Vodokanalは４箇所の浄水場を

有し、そのうち１箇所は河川水を使用し、ほかの３箇所は井戸水を使用している。

１日の上水供給量は12万 m3であるが、集合住宅での上水消費量の実測結果によると１日

１人当たりの上水消費量は 400literである。上水道普及率は、表 2.3.1に示すとおり、タ

シケント市を除くタシケント州で 86％（1990年）であり、上水道普及率はかなり高い。
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３　上水道事業の現状と課題

３－１　上水道施設

３－１－１　上水道施設構成、状況

（1）タシケント市

1） 浄水場

タシケント市に上水を供給する浄水場は、合計７箇所あり、そのうち２箇所は、河

川水を使用し、５箇所は井戸による揚水を行なっている。

河川水使用の浄水場は、下記の２浄水場である。

コドリヤ　浄水場 1,376,000m3/day（市外）（1969年完成、総敷地面積100ha）

ボス　スー　浄水場 235,000m3/day（1931年完成）

地下水使用の浄水場は、下記の４浄水場である。

キブライ　浄水場 485,200m3/day（市外）（総敷地面積 500ha）

南　　　　浄水場 113,000m3/day

コラス　　浄水場 52,000m3/day　

セルギリ　浄水場 20,000m3/day　

カラス、ベクティミール　浄水場（約 50,000m3/day）

これらの浄水場の位置を図 3.1.1に示す（カラス、ベクティミール浄水場を除く）。

カラス、ベクティミール浄水場を除く上水の総生産量は、日量228万 1,200m3で、1998

年９月１日の生産量 232万 6,000m3との差は４万 4,800m3である。

７浄水場のうち、河川水、井戸揚水の浄水場で、各々最大の浄水場についてその概

要は次のとおりである。

（a）コドリヤ浄水場

総処理量は、１日当たり 135万 1,000m3であり、取水は２箇所で行われている。

一方は、河川から分岐された、取水のための分岐流によって取水している。原水

の濁度は、65mg/literで、70km離れた山に降雨があると12～ 14時間後に濁度が上昇

する。２日前には、濁度は、400mg/literであった。沈澱池の入り口ゲートで硫酸ア

ルミニウムが添加され、700m下流の沈澱池出口で濁度は、26mg/literになる。なお、

沈澱池は容量150万～ 200万 m3の自然の池である。硫酸アルミニウムの添加量は、濁

度 65mg/literで、５ ton/day、濁度 400mg/literで、18～ 20ton/dayを要する。原水
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はポンプ取水堰で予備的な殺菌のために塩素を添加された後、1,400mm×８本の取水

管によってポンプに送られる。この段階で細菌の約 30％は死滅する。ポンプは、１

万2,500m3/hr×８で、４台は予備機である。原水は、2,000mm×３本の吐出管でフィ

ルター設備に送られる。

第２の取水設備は河川を塞き止めた原水の貯水池であり、元の河川は新たな水路

を設けて迂回させている。ここにも第一の取水設備と同容量のポンプが設置されて

いる。

フィルターは、３層の多層濾過方式を採用しており（日本は、単層濾過）、１ユニッ

ト 12m× 24mで、24ユニットが一つのビルに設置されており、二つのビルに合計 48

ユニットのフィルターが設置されている。このうち３ユニットが予備である。濾過

速度は、250m/dayで、日本の 120～ 180m/dayと比較して高速度である。フィルター

で濾過された浄水は、塩素添加後、浄水貯水池（１万 m3）に送られ、1,800mm×７本

の配管で重力方式で市内に送水される。

試験室では、残留塩素と濁度については１時間ごとに、（場合によっては、30分ご

とに）分析を行っている。原水のBOD、CODは 0.5mg/liter以下であり、農薬、肥料に

よる汚染はない。また、重金属類に関しても銅が検出されることがあるが、ほかの

重金属類は検出されない。この浄水場の総従業員は230人で、敷地面積は130haであ

る。

浄水場内の空き地は従業員に貸与され、清掃の責任を持たされているが、農地と

して利用することが許されており、果樹が多く栽培されている。したがって、構内

は清掃が行き届いている。

（b）キブライ浄水場

チルチック川の両岸に展開されている井戸を水源としており、1955年に開発が開

始された。現在、井戸数は、右岸（川下に向かって）に26、左岸に 69、合計 95ある。

井戸１本当たりの水量は、250～ 300m3/hrで、深さは 30～ 50m、井戸の直径は 30cm

である。また、井戸間隔は、350m～ 400mである。今年、10本の井戸を新たに掘削す

る予定である。井戸には、水中ポンプが設置され、原水は沈砂池で砂を除去され、塩

素添加後、1,000mm～ 1,400mmの５本の送水管でポンプによって市内に送水される。

総従業員数は 230名で、空き地の管理方法はコドリヤ浄水場と同様である。

チルチック川の表流水を利用しない理由は、農業用水として利用されていること、

夏期に水量が減ること、上流に諸施設があり、河川水の汚染のおそれがあることな

どである。
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2） ポンプ場

浄水場から送水された浄水を一旦貯水池に受け、ポンプによって昇圧し、タシケン

ト市中に送水する設備である。タシケント市内には、合計 87箇所のポンプ場がある。

これらのポンプ場のうち、最大の送水容量を有するミルゾ・ウルグベック・ポンプ

場と今回の調査で訪問したチランザール・ポンプ場について概説する。

（a）ミルゾ・ウルグベック・ポンプ場

１日の送水量は、42万 m3であり、タシケント市への総給水量の約30％に相当する。

時間当たりの最大送水量は、42万 m3/24× 1.5＝２万 6,250m3/hrである。

浄水は、３本の送水管（最大径 1,600mm）でポンプ場の３万 m3（総容量）の貯水池に

流入し、ポンプによって昇圧後、1,400mm、1,200mm、１万 mmの送水管で市中に送水

される。設置されているポンプは８台で、6,500m3/hr× 79m×７、4,500m3/hr× 55m

×１であり、ポンプはすべて旧ソ連製である。また、ポンプ場の総敷地面積は、10ha

である。貯水池は３箇所に分散されており、各々１万m3で、各貯水池は、5,000m3×

２となっている。このポンプ場は、給湯工場へも送水しており、その送水量は、

1,200m3/hr～ 1,500m3/hrである。送水のピークは、８～11時と18～ 21時の間である。

このポンプ場の総従業員数は25名であり、８時間勤務の者と12時間勤務の者とで

構成されている。８時間勤務の者は毎日勤務し、12時間勤務の者は１日おきに勤務

する。現状、ポンプの予備品などは十分供給されており、また購入することもでき

る。

（b）チランザール・ポンプ場

このポンプ場は、市内の給水改善のために 1997年に新設されたポンプ場である。

受水槽の容量は、２万 5,000m3（１万 2,500m3×２）であり、将来は６万5,000m3に拡

張される予定である。

送水ポンプ能力は、1,600m3/h×３、630m3/h×３、200m3/h×３の合計９台が設置

されており、総送水能力は 17万 m3/dayである。

送水管は、口径1,000mmと 1,020mmの２本で、深夜（23～５時）に給水槽に送られ、

上水消費量の多い日中に配水される。給水槽からの給水管は口径 600mmであり、250

棟の中高層住宅に給水している。給水水圧は、４階建の集合住宅などへの直接給水

が可能な水圧維持を目標としている（末端水圧 22m水柱）。

3） 配水管網

タシケント市の配水管網は、市の外周を走る環状パイプラインと市街地の配水管網

によって構成されており、その総延長距離は、3,534km（1997年９月）であり、図3.1.2

にパイプライン網の概要を示す。
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4） 水質

既述のとおり、コドリヤ浄水場とボススー浄水場は河川水を取水しているが、いず

れの浄水場の場合も、処理された上水は pH７～８、濁度は年間を通じて 1前後で正常

である（濁度の規制値は５以下）。

硬度（カルシウム、マグネシウムの含有量を炭酸塩に換算して表示した値）は、２～

３ mg/literで極端な軟水であり、水の緩衝作用が低いために配管に腐蝕を生じやすく

なる欠点があるものの、健康上は全く問題がない（極端な軟水は体内のミネラル・バラ

ンスに悪い影響を与えるとの説があるが、確立された説ではない）。また塩化物濃度は

５mg/liter前後、硫酸塩濃度も10～ 30mg/literで、いずれも低濃度であり、またこれ

らの物質は高濃度で含有されている場合でも味覚は悪くなるが健康上は問題のない物

質である。

更に含有される金属イオン濃度は極めて低濃度であり、特に有害な重金属イオンは

検出されておらず、また有毒物質も検出されていない。

硝酸塩濃度は２～４ mg/literと記録されているが、アンモニア、亜硝酸塩が検出さ

れていないため、屎尿による汚染とは考えられず、原水中に存在する天然の硝酸塩と

想定される。

キブライ、その他井戸水を原水としている上水場では、取水された井戸水を塩素殺

菌後そのまま送水しているが、上水の分析値では河川水と比較して塩化物、硫酸塩濃

度がかなり高いが（河川水の２～３倍）、健康上の問題はない。

しかしながら、硝酸塩濃度が河川水を原水とした場合の数倍であることが特徴的で

ある（10～ 30mg/liter）が、アンモニア、亜硝酸塩が検出されないことから、動物の屎

尿による汚染とは想定し難く、可能性として農業肥料による汚染が示唆される。水質

基準では硝酸性窒素 10mg/literと規制されており、硝酸塩としては50mg/liter程度迄

許容されるため問題はない。また、有害金属イオン、有毒物質の検出も記録されてい

ない。　

（2）チルチク市

1） 浄水場

チルチク市は、人口 14万 6,000人、住民の大部分と工場への給水を行なっている。

１日１人当たりの上水消費量は、0.4m3であり、この数値は、集合住宅で実測した結

果である。１日の上水供給量は、12万 m3　となっている。

取水設備は４箇所あり、３箇所は井戸による取水（総井戸数は、55）で、１箇所はチ

ルチク川の表流水を利用しているが、その概要は下記のとおりである。
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（a）チルチク市地上水処理場

原水処理量は、５万 9,000m3/day（1991年稼動開始）であり、チルチク川に設けられ

たチルチク市内のチャドワクダムの３本の運河のうち、Central Derivation Canal

から取水し、原水として利用している。原水の処理手順は、硫酸ばんどによる凝集、

沈澱、及び濾過、殺菌である。

（b）ツエントラルロダザボル　取水所

原水処理量は、７万 m3/day ～８万 m3/dayであり、稼動中、スペア合わせて 33箇

所の井戸を使用している。

（c）アランチン取水所

稼働中 8箇所、スペア 8箇所の井戸を有し、原水処理量は２万 m3/dayである。

（d）トロイツキ取水所

稼動中の井戸は６箇所あり、原水処理量は２万 m3/dayであり、井戸水は、殺菌処

理のみで送水される。

以上、総可能給水量は、１日 17万 m3～ 18万 m3となるが、工場の稼動率が低下し

ているので、現在、１日 12万 m3に止まっている。

2） 配管網

チルチク市は、起伏が多いので、井戸から貯水池までを第一段ポンプで揚水し、貯

水池から市中迄を第二段ポンプで揚水する。 市中の配水池から消費者までの揚水に第

三段ポンプを要する。第一段ポンプの平均揚程30m、第二段ポンプの揚程は約80mであ

る。

3） 水質

チルチク市地上水処理場にて処理されるチャドワクダムの水質は、硬度は 2.4mol/

m3、すなわち 240mg/literであり、硬水であるが、硝酸塩の含有量も 3.3mg/100literと

極めて低く、亜硝酸塩、アンモニアの存在はほとんど認められない。また重金属類、有

害物質の存在も認められず、飲料水として適した水である。

３－１－２　運転、維持管理状況

（1）設備の運転状況

各設備の運転は、機側盤（機器の側に設置された起動、停止のスイッチ）による手動運

転である。運転要領書などは整備されていないようであり、勤続年数の長い、いわゆる

ベテラン従業員に頼っているのが実情のようである。各都市の浄水場では、濾過池も設

置数のすべてが稼動しており、送水ポンプも設置から 20 年以上経過している場合が多

かったにもかかわらず、運転不能のポンプは見当たらなかった。
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（2）設備の維持管理状況

設備の維持管理に関しても同様、ベテラン従業員に頼っている面が多いようであり、

日本のように各機器の点検箇所、点検周期をフォームシートに纏め、機器が故障、停止

にいたる前に修理する、予防保全を中心にする考え方にはいたっていないようであった。

ポンプなどのスペアパーツに関しては、十分補給されており、スペアパーツの不足によ

る修理不能となる事態はないとのことであった。

タシケント・ワダカナルにおけるコンピューター利用としては、各浄水場、各ポンプ

場からの運転データなどを電話、あるいは無線にて受信し、運転、操作の指示を出す司

令室があるが、そこにコンピューターが設置されており、配管の漏水箇所修理時の主要

バルブの閉止の履歴を入力、管理している。

（3）その他

上水料金制度の改定に当たっては、現状、及び将来の上水製造原価を把握し、その低

減を図ることが必要であり、一方、将来の上水安定供給のためには、計画的な機器の更

新、設備の新、増設が必要となる。

「ウ」国の上水設備における上水製造原価の低減のためには、節水意識の普及、漏水の

低減が必須であり、また上水料金の徴収率が極めて低い状況にあるにもかかわらず、政

府から浄水場の独立採算を要求され、機器の更新なども自力でまかなわねばならないこ

とを考えると、設備維持管理手法の改善による機器の延命化を図ること、及びデータに

裏付けされた機器、設備の更新計画をできるだけ早く立案し、実施することが望まれる。

３－２　上水道事業に関する計画・法制度

３－２－１　計画

タシケントの上水道事業に関する計画は、1997年に策定されており、1998年から 2000年

までの4か年計画となっている。内容は、需給計画と設備投資計画から構成されている。各

計画の主要な内容は以下の諸点である。

（1）1998年の生産量は８億9,700万 m3で、今後４か年ほぼ横ばいで置かれている。ただし、

±１％のアローアンスを見込んでいる。1998年の需要量は 30％近い漏水率を差引いた６

億 8,900万 m3で、これも今後４か年において、±１％のアローアンスを見込んだうえで

ほぼ横ばいに置かれている。

（2）1998年の収入は 19億 4,900万スムである。電力料金が平均２倍に引上げられたことを
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受けて、1998年８月に水道料金を平均 50％引上げた結果（民生用は 0.85スム /m3で据置

き、公共機関用は2.00スム /m3から 3.00スム /m3へ上昇、産業用は5.5スム /m3から 8.22

スム /m3へ上昇）、1999年の収入は 23億 8,500万スムの増収が見込まれている。しかし、

電力コストの増加を吸収するためなので、増益寄与はない。

1999年、2000年の収入見とおしも水道料金の引上げいかんにかかっている。料金引上

げがなければ、基本的に増収増益はほとんど期待できない見とおしである。なお、需要

家別の収入構造は、民生が約７％、公共機関が約10％、産業が約83％で見積られている。

（3）料金の算定基礎としてコストプラス28％前後のマークアップ（報酬率）が認められてい

るが、後述するように収入の約 40％が現金等価物の入金を伴わないため、国際会計基準

上は架空収益の計上にほかならない。また、漏水分の扱いがどのようになっているかの

点で不明である。他方、支出は、電力料金の未払、税金の未払、従業員給与の遅配、修

繕の先送りなどで抑制されているが、それにも限界がある。したがって、現金主義会計

で示せば、タシケント水道事業体は深刻なキャシュフロー不足と累積債務の状況に陥っ

ている。このことは、「ウ」国における水道事業体の独立採算化は、結果的には、政府の

財政欠陥を水道事業体への補助金削減を通じて、また、民生の受益者負担回避を低水道

料金を通じて、更に、産業の資金不足を料金未払を通じて、水道事業体の財務へ肩代わ

りさせてさせる手段となっている。この結果、水道事業体には資金不足のリスクが過度

に転嫁されており、現状ではリスクの一部をほかに転嫁するための出口がない。

（4）設備投資計画は、主に送水網の新設を中心に、1998年に３億 7,100万スム、1999年に

16億 8,400万スム、2000年に 17億 5,300万スムが予算計上されている。しかし、この計

画に対してタシケント市がどのぐらいまで補助金を供与できるかは不明であり、設備投

資が実行される保証はない。

３－２－２　法制度　

「ウ」国には【住民への公共サービスシステムにおける経済改革深化にかかわるコンセプ

ト（ウズベキスタン共和国内閣決議第 461号、1998年 11月３日）】が定められている。

本決議のは、【①本編（決議承認内容）】、【②付録１（ウズベキスタン共和国公共サービス

システムにおける経済改革深化にかかわるコンセプト）】、【③付録２（ウズベキスタン共和

国住民への公共サービスシステムにおける経済改革深化にかかわるコンセプト実現化のた

めの方策）】及び【④付録３（住民への公共サービスシステムにおける経済改革深化にかかわ

るコンセプト実現のための共和国委員会構成メンバー）】の４つから成り立っている。
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本決議の主旨は【97年４月 25日付ウズベキスタン共和国内閣決議第211号（市場経済下で

の住民への公共サービス向上に関する方策について）】を遂行するため、また、公共サービ

ス事業の質の向上や所有形態の多様性・競争的環境の発展に基づく独立採算制の段階的確

立を目的としたものである（ただし、第 461号決議により第 211号第２項及び第７項は効力

を失うこととなる）。なお、本格調査との関連において、第211号決議の確認事項である①

水量計の設置、②料金体系の見直し、③関連諸機関の独立採算化、及び、④地方部・農村

部の上水道供給権限の公共事業省への移管の主要な４点に関しては何ら変更はない。

本決議の承認事項は遂行内容ごとに責任をもって担当すべき諸機関の遂行事項を期限付

で明示して実施を促している。その内容は以下のとおりである。

（1）カラカルパキスタン共和国閣僚会議、各州 Hokimiat及びタシケント市 Hokimiat

1） ウズベキスタン共和国住民公共サービスシステムにおける経済改革深化にかかわる

コンセプトに基づき、３か月間で公共サービスシステムの地域総合計画を立案する。

2） 1998年末までに、集合住宅の住宅所有者の資金によって供給される管轄領域の境界

を定める。また、同時に、独立採算制住宅管理組織、土地区画用益権者の機能境界、こ

れらの区画の共同維持に関するその相互関係について決定する。

3） 住宅管理組織の物的・技術的基盤強化のための実践的対策を講じ、これに基づいて

1998年末までにそれら組織の完全独立採算制への移行を完了させる。

4） 2000年までに、すべての集合住宅の引込口に暖房、ガス、水道の消費量計算・調節

を行なう機器を設置する作業を完了させる。ウズベキスタン共和国大蔵省と協力して、

これらの作業の資金供給源について定める。

（2）公共事業省

1） 公共事業省は、大蔵省、マクロ経済・統計省、カラカルパキスタン共和国閣僚会議、

各州及びタシケント市の Hokimiatと協力して、共同利用施設や 1991年までに建設され

た住宅の供給ラインの全面的修理に関する 2005年までの国家計画を２か月間で立案す

る。立案の際には資金供給源の決定及び修理後の住宅を所有者による完全維持に移行

させることを考慮する。

2） 公共事業省は、大蔵省及びタシケント市の Hokimiatと協力して、２か月間にわたり

エレベータ設備の維持及び修理に関する課題を検討し、その資金供給源についての提

案を行なう。

（3）高等・中等特別教育省

1） 高等・中東特別教育省は、マクロ経済・統計省、大蔵省及び公共事業省と協力し、２
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か月間で必要性を判断のうえ、高等・中等特別教育施設における都市経済の経済体制、

組織及び運営を専門とした人材育成に関する提案を行なう。

３－３　上水道事業に関する機構・組織

閣議命令 461号の実施に伴う機構・組織改革に関しては、本事前調査の段階では既に大枠

は固まっていたものの、個々の事業主体の役割や相互の機能分担に関しては明確な調整が行

われていない状況にある。以下では、公共事業省内の機構改革前後の組織体系とタシケント

市及びタシケント州の管轄エリアに関して言及する。

まず第１に、公共事業省の内部に General Department for Water Supply and Ecologyを

設けて上水道事業に独立採算を促す組織づくりを行ったことである。第２には、地方部（特に

農村部）の上水道事業を進めるとの観点から、Agriculture Vodokanalを管轄する部門を新設

してその対応を促す組織づくりを行ったことである。第３には、地域間パイプラインの運営

と開発を円滑にするとの観点から新たに５つの専門組織を形成したことである。閣議命令461

号に伴う公共事業省内の機構改革は、形式上、体制を整えるための体系とはなっているが、そ

の機能や役割、相互連携といった部分はほとんどが不確定要素であると言える。

次に、閣議命令461号に伴うタシケント市及びタシケント州の Vodokanalの管轄エリア拡大

について、前述したとおり、タシケント市には行政区画上の農村部が存在せず、同令の施行

に伴う農村部への上水道の供給がないため、Agro Vodokanalが同 Hokimiatに新設されること

はない。ただ、タシケント州の場合は、州内に農村部が存在し、Agro Vodokanalの新たな設

置が予定されている。農村部の上水道供給に関しては、旧体制下では集団農場が管理してい

たが、市場経済化の後は集団農場の解散に伴って管理者が制度上では不在となった。よって

メインテナンスが全くなされていない状況にある。同令ではこのことを改善するために、特

に農村部の上水道の供給を公共事業省に一括管理することを決めた背景がある。ただ、新た

に設置される同州の Agro Vodokanalの組織体制や運営方針などは全く決まっていない状況に

ある。
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【公共事業省内の機構改革前後の組織図】
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３－４　上水道事業経営

３－４－１　料金徴収状況

料金未収は平均で料金収入の約 40％である。需要家別に見ると、需要量の約 45％を占め

る産業需要家の約 75％が料金未収である。このため未収需要家別にリストが作成されてい

るが、徴収強化の基礎として活用されているとは言いがたい。他方、需要量の約 40％を占

める個人需要家（民生）が約５％の料金未収、需要量の約15％を占める公共機関が約 20％の

料金未収である。個人需要家（民生）の未収率が低いのは、低料金のため需要家サイドが支

払いに支障を感じないからである。反対に、産業需要家における著しい料金未払いの原因

は、金融の量的引締めが継続されていることもあるが、例えば、水道事業体と水道資機材

メーカーとの取引に置いて、料金徴収と資機材費支払とを相殺するいわゆるミューチャ

ル・セトルメントが商慣習として実施されていることにも起因している。したがって、産

業需要家における著しい料金未払問題は、上述の料金体系の是正によってのみ解決できる

問題ではなく、また、約95％の産業需要家には既に水道計が付けられている事実を考慮に

入れると水道計の導入によってのみ解決できる問題でもない。水道事業経営の改善では、

こうした現状を詳細に分析し、未収入水及び節水に対する有効な管理システムを構築し、

回収強化策を考案する必要がある。

３－４－２　経営分析

（1）タシケント水道事業体の独立採算化

1993年の内閣令により、中央政府による公益事業に対する財政負担が打ち切られ、タ

シケント市が設備投資のためのコストを全額負担する方針が打ち出された。また、1994

年の公共事業省令により、公共事業の独立採算化が示され、水道料金の許認可権を含む

大幅な権限が地方自治体に移譲された。更に。1996年に制定された定款では、原則とし

て、タシケント水道事業体は政府の財政支援を受けない独立法人とし定義されており、

業務が履行できない場合は清算するとの規定もある。したがって、タシケント水道事業

体における独立採算化の実態を把握し、経営充実に必要な諸方策を検討する。

1） 独立採算化に関する政府政策の把握

水道における行政と事業の分離、水道行政の集中化・一元化、補助金削減政策の現

状を把握し、その効果を検討する。

2） 独立採算化に伴うタシケント水道事業体における自立化の方向

現状では設備投資資金以外は市政府から補助金は支給されてなく、修繕コストや取

替コストもタシケント水道事業体のセルフ・ファイナンスとなっている。しかも、1998
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年 11月の市条例により、2000年以降は、新規設備投資についても市政府から補助金が

供与されずセルフ・ファイナンスで行うこととになった。これと表裏一体となってい

るのが、将来にむけて地方財政からの自立化と自主権拡大である。ここでは、タシケ

ント水道事業体における経常予算起案権、設備投資予算起案権、社内人事起案権、料

金改訂起案権、総合ロスの低減起案権を含む具体的自主権の付与の現状を検討する。

（2）財務会計システムの構築と料金設定の合理化

民生向けの上水道料金がコストに比べて極めて安価であることから、住民の節水意識

は希薄である。タシケント住民の１人１日当たりの上水消費量が750リットル（注：「タ」

市の統計であるが、他都市の例からみて過大評価の可能性があり、検証が必要）と日本の

倍量を消費している現状を見ると、住民の節水意識を高めるためにも、受益者負担の原

則をふまえ、国際会計基準に基づく適正料金の設定を提案する必要がある。

1） 国際財務会計の導入研修

料金収入に関する実現主義原則の徹底：現状では水の生産をもって収入計上とされ

ているため、現金等価物の入金のないいわゆる未収入水（料金収入の約 40％）が損益計

算書上に峻別されず収入に混在している。また、仮に生産水量をもって収入とすると

販売水量でないため、漏水分については負担者がいないにもかかわらず、収入される

不合理性がある）こうした財務慣行はかつての社会主義国では普通であるが、国際会

計基準からは是正されるべき問題である。

また、キャシュフロー概念の徹底：収入水・未収入水の区分、未払費用と支払費用

との区分が財務諸表上に記載されていない。このため、特に、キャシュインフローの

未収（未収入水）をキャシュアウトフローの未払（電力料金の未払、税金の未払、従業

員給与の３か月遅配、修繕の遅れなど）で対応しているという問題点が財務諸表上に

明示されていない。キャシュフローの裏付けのない架空利益を処分し従業員の賞与に

当てる例もみられ、管理規律の改善が必要である。

2） コストの測定に関する検討

コスト項目を操業、修繕、取替、償却など固定資産の機能維持の観点で区分し、コ

スト管理の強化を検討する。併せて、事業合理化計画、供給水質改善計画、補修計画、

投資計画の検討を行い、将来におけるコストビヘビアーを的確に把握し、費用の過少

計上（送水管の修繕費など）を排除する。また、原価管理に役立つ標準原価計算システ

ムの採用を検討し、料金設定、原価差異分析（操業度差異、能率差異、予算差異など）

への活用を検討する。
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3） 料金設定におけるコスト回収水準の検討

現行の料金水準では、操業・修繕・取替コストの回収に加え、償却の一部が回収対

象とされている。ただし、未収入水が 40％に達することを考えると、実際上は、現行

料金では操業コストの回収もできていない。このため、タシケント水道事業体では、電

力料金の未払、税金の未払、従業員給与の遅配（98年 11月時点で３か月）、修繕の先送

りなど未払費用の累積が著しい。したがって、収入に関する実現主義原則の徹底、キャ

シュフロー概念の徹底を行い、合理的な料金設定に際しての費用回収水準を検討する。

4） 事業資産所有者の確定と固定資産コストの適正化に関する検討

（a）現行では、固定資産の所有者は政府にあるにもかかわらず、減価償却の一部がタ

シケントの水道事業体に計上されている問題がある。固定資産の所有権を事業体に

移すか、そのまま行政が保有し続けるかで固定資産コストの認識範囲が異なってく

る。前者では償却費の全額把握、後者ではリース費用の把握が必要となる。いずれ

にせよ固定資産コストの過小評価は、一種の補助金（シャドー・サブシディー）と認

識されざるを得ない。したがって、事業資産所有者の確定と固定資産コストの適正

化が必要となる。

（b）資産再評価の妥当性に関する検討

固定資産は政府の指示するインフレ倍率に従い再評価されていることになってい

るが、再評価方法や再評価差額の処理などの妥当性を検討する。特に、後者では再

評価差額が再評価積立金として資本の部に計上されず利益処分の対象や利益性積立

金となっている場合、資本の充実が確保されない問題が発生するので検討を要する。

5） 料金水準の是正に関する検討

当面償却の一部を、政府補助金で回収するパーシャルコストカバー方式を基本にせ

ざるを得ないが、2000年以降における政府補助金の完全カットを見据え、フルコスト

カバー方式についても併せて対応策を検討する。なお、料金算定時に使用されている

コストに対する28％前後の報酬率について、前述のように必ずしも資金の裏付けがな

いためその妥当性も検討する。

6） 料金体系の是正に関する検討

生産コストの３倍以上の高い大口需要家（産業、公共機関）料金が存在する一方で、

生産コストの３分の１以下の低い小口需要家（民生）料金が存在する。こうした体系

は、大口需要家から小口需要家への大幅な補助金（クロス・サブシディー）の支給にほ

かならない為、料金体系の合理化について検討する。

7） 料金改定に関する検討

料金改定が経済に与える影響評価、他の公共料金（主に電力）改定の動向把握する。
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電力コストは水道の生産コストの約 50％を占めており、電力事業の独立採算化の動向

はコストプッシュ要因となる。98年８月に電力料金が平均で約２倍に上昇したのを受

けて、水道料金も平均約 50％の上昇を見た。したがって、他の公共料金、特に電力料

金の改定動向を把握しつつ、将来の水道料金改定に関する検討を行う。

（3）未収入水（料金未徴収）、漏水防止及び節水管理システムの構築と回収強化

民生用の水道料金に対するクロス・サブシディーは、2000年までに廃止の方向が示さ

れており、水道計の設置を通じた従量制料金の適切な設定が必要である。また、タシケ

ントで 30％近い漏水率を引き下げるためには、漏水探査技術や配管施行技術の指導、そ

れに伴う機材供与なども必要となる。ただし、解決すべき最も重要な問題は、前述のよ

うに現金等価物の入金の伴わない未収入水の太宗が産業需要家から発生している点であ

る。これは料金体系の是正や水道計の導入だけでは解決できず、産業需要家に対する料

金徴収強化策の策定と実行を支援することが重要となる。本調査では、こうした現状を

詳細に分析し、未収入水及び節水に対する有効な管理システムを構築し、回収強化方法

を検討する。

1） 管理システムの検討

未収入水の回収を強化するために、以下のような目標管理システムを検討する。

（a）回収諸方策の考案とベンチマークの設定

（b）成果の把握

（c）差異分析とフィードバック（成果の配分）

2） 管理システムのプログラム検討

（a）漏水改善、節水、料金徴収に関する目標管理の推進

（b）漏水改善、節水、料金徴収に応じた業績給与の導入を検討

（c）漏水改善プログラム

技術指導、送配水管修繕

（d）節水のためのデマンドコントロール・プログラム

水道計取付けに対するインセンティブ料金の検討、割増料金制度の検討

（d）料金徴収改善プログラム

3） コンピューター・システムの導入検討

現在は管理資料がすべて手作業で作成されているため多大な事務量を要している。

効率的な未収入水や節水管理のために、コンピューター・システムの導入を検討する。
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４　主要面談者リスト

（1）Ministry of Macroeconomics and Statistics

- Mr. Bakhodir E. KHODJAEV, Deputy Minister

- Mr. Alexander P. MIRONENKOV, Head, Department of Rural Infrastructure

- Mr. Djurabek Y. YULDASHBEKOV, Head, Department of Communication and Housing

Communal Services

（2）Ministry of Communal Services

- Mr. Erkin A. YULDASCHEV, Deputy Minister

- Mr. D. J. ISRAILOV, Director, Department of Foreign Economic Relations

- Mr. O. S. KUVANDYKOV, Director, Department of Water Supply and Environment

- Mr. M. BAHSHI, Chief Economist, Department of Scientific and

Technical Development

（3）Ministry for Foreign Economic Relations

- Ms. Shaklo R. ABDULLAEVA, Deputy Minister

- Mr. Hasan S. ISLAMKHODJAEV, Directorate General for Analysis and Prospects of

Foreign Economic Relations Development

- Mr. Alisher NIYAZMATOV, Deputy Head of Protocol Department

（4）Hokimiyat of Tashkent City

- Mr. Atkham J. MIRJALILOV, First Deputy of Mayor of Tashkent

- Mr. Shavkat S. ALIMKHODJAEV, Advisor to Mayor of Tashkent

- Mr. Odamboy U. IBROGIMOV, Chief, General Department of Investments

（5）Territorial Communal Services Maintenance Amalgamation（TCMA）- Tashkent City

- Mr. Rauf A. KURBANOFF, Vice General Manager

- Mr. N. A. GUDASHNIKOV, Leading Specialist, Department of Engineering and

Communication

（6）VODOKANAL - Tashkent City

- Mr. Zakir T. SALIKHODJAEV, Managing Director
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- Mr. Witalij A. KRIJENKOV, Chief Engineer

- Ms. Raisa D. ALEKSEEVA, Director, Department of Planning and Economy

- Ms. Gavkhar M. ALIEVA, Director, Department of Finance

- Mr. Vitalij A. KRIJENKOV, Chief Engineer

- Mr. Kasym A. CHUKANOV, Chief Engineer
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７　ローカルコンサルタントリスト

タシケント、チルチク両市とも、漏水調査等を実施するローカルコンサルタントは存在しない。

両市とも各ワダカナルが該当業務を実施しており（漏水調査に関しては機器が不備であるため現在

は実施していない）、漏水調査の補助作業に従事する作業員等は、各ワダカナルの組織の人員が協

力するとのことであった。また、水道メーターの施設の場合も、ワダカナルが協力するとのこと

であった。
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